
 

 

行政分野における現状について 

 

 

○ 第３次男女共同参画基本計画における成果目標と現状値 

 

項目 現状値 
成果目標 

（期限） 

国家公務員採用試験からの採用者 
25.8％ 

（平成 24年度） 

30％程度 

（平成 27年度） 

国家公務員採用Ⅰ種試験の事務系の 

区分試験の採用者 

28.6％ 

（平成 24年度） 
30％程度 

地方機関課長・本省課長補佐相当職以上 
4.9％ 

（平成 22年度※） 

10％程度 

（平成 27年度末） 

本省課室長相当職以上 
2.5％ 

（平成 22年度※） 

５％程度 

（平成 27年度末） 

指定職相当 
2.1％ 

（平成 22年度※） 

３％程度 

（平成 27年度末） 

※平成 23年１月現在。 

 

 

○ 第３次男女共同参画基本計画の具体的施策（抜粋） 

 

第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

（３）行政分野における女性の参画の拡大 

具体的施策 担当府省 

ア 国の政策･方針決定過程への女性の参画の拡大 

①女性国家公務員の採用・登用の促進 

・各府省において、人事院が策定する女性国家公務員の採用・登用の拡大

等に関する指針や政府全体の目標等を踏まえて、「女性職員の採用・登用

拡大計画」の見直しを図り、総合的かつ計画的に取組を推進する。各府

省で定める「女性職員の採用・登用拡大計画」においては、女性国家公

務員の採用及び管理職への登用について具体的な中間目標を設定し、目

標達成のための工程表を作成する。中間目標の設定に当たっては、例え

ば、府省全体及び部局等の適切な区分ごとに設定したり、役職段階別（本

省課室長相当職以上、地方機関課長・本省課長補佐相当職以上、係長級

以上）に設定したりするなど、実効性のあるものとする。 

 

 

全府省 

 

 

 

 

 

  

資料６ 

1



 

 

「女性国家公務員の採用・登用の拡大等に関する指針（平成 23 年１月）」（概要） 

 

   

１ 基本的な考え方  

・ 政策決定過程への参画の推進は、男女共同参画社会の実現の基盤をなすものであり、国は女性

国家公務員の採用・登用の拡大に率先して取り組む必要がある。  

・ 本指針は、各府省が、「積極的改善措置」により女性国家公務員の採用・登用の拡大を図り、男女

間の格差を計画的に解消していくことを目指して策定した。  

   

２ 計画の策定  

・ 各府省は、平成27年度までの「女性職員の採用・登用拡大計画」を策定するとともに、職員への周

知に努める。  

・ 各府省は、現状分析を行い、府省全体及び部局等の適切な区分について、目標、目標達成に向

けての具体的取組等を定める。  

   

３ 採用の拡大  

・ 各府省は、目標の設定に当たっては、採用試験の種類や区分ごとの合格者に占める女性の割合

にも留意する。  

・ 人事院及び各府省は、多様で実効性のある募集、啓発活動を積極的に推進するとともに、その際、

計画の内容や積極的な取組の紹介にも努める。  

   

４ 登用の拡大  

・ 各府省は、目標の設定に当たっては、職務段階、部局等適切な区分を念頭に置いて行うとともに、

意欲と能力のある女性職員の積極的な昇任・昇格に努めること。職員自身も目的意識を持って積

極的な行動をとることが望まれる。  

・ 各府省は、人事評価の活用等による人材の育成・活用を図るとともに、登用を阻害する要因の見

直しや転勤自体の必要性の見直し・キャリアパスの多様化等についても検討を行う。  

・ 各府省は、研修等へ意欲と能力のある女性職員を積極的に参加させる。特に、Ⅱ種・Ⅲ種等採用

女性職員の登用推進に向けて、計画的育成者等を対象とした行政研修特別課程に女性職員を積

極的に参加させる。  

・ 各府省は、職員への職務経験の付与に当たっては適切な指導・育成を、付与後においては必要な

支援を行う。  

   

５ 勤務環境の整備等  

・ 各府省は、女性職員、男性職員共に働きやすい勤務環境の整備に努める。  

・ 各府省は、全職員を対象に、男女共同参画の実現に向けて性別役割分担意識の改革を含めた意

識啓発に努める。  

・ 仕事と生活の調和のため、育児休業をはじめ、両立支援制度について広く活用促進に努めるとと

もに、育児休業中の職員の円滑な職務復帰に資するため、情報提供等を行う。  

   

６ 推進体制  

・ 各府省は、「女性職員の採用・登用拡大担当者」を設置し、施策の実施、計画の点検・評価に努め

る。  

・ 人事院は、計画、計画の進捗状況等について、定期的に把握し、公表する。  
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任
用
の
基
本
原
則

１
平
等
取
扱
の
原
則

（
国
公
法
第
27

条
）

す
べ

て
国

民
は

、
こ
の

法
律

の
適

用
に
つ
い
て
、
平

等
に
取

り
扱

わ
れ

、
人

種
、
信

条
、
性

別
、
社

会
的

身
分

、
門

地
又

は
第

３
８
条

第
５
号

に
規

定
す
る
場

合
を
除

く
の

外
政

治
的

意
見

若
し
く
は

政
治

的
所

属
関

係
に
よ
つ
て
、
差

別
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。

２
人
事
管
理
の
原
則

（
国
公
法
第
27

条
の
２
）

職
員
の
採
用
後
の
任
用
、
給
与
そ
の
他
の
人
事
管
理
は
、
職
員
の
採
用
年
次

及
び
合
格
し
た
採
用
試
験
の
種
類

ず
づ

※
平
成

19
年
国
公
法
改
正
で
挿
入
、
平
成

21
年

４
月

施
行

３
成
績
主
義

の
原
則

（
国
公
法
第
33

条
第
１
項
）

に
と
ら
わ
れ
て
は
な
ら
ず
、
第

５
８
条

第
３
項

に
規

定
す
る
場

合
を
除

く
ほ

か
、
人

事
評

価
に
基

づ
い
て
適

切
に
行

わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
成
績
主
義

の
原
則

（
国
公
法
第
33

条
第
１
項
）

職
員
の
任
用
は
、
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
者
の
受
験
成
績
、
人
事
評
価
又
は
そ
の
他
の
能
力

の
実
証
に
基
づ
い
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
身
分
保
障
の
原
則

（
国
公
法
第
74

条
第
１
項
、
第
75

条
第
１
項
）

び
保
障

ば
○

す
べ
て
職
員
の
分
限
、
懲
戒
及

び
保
障
に
つ
い
て
は

、
公

正
で
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

○
職

員
は

、
法

律
又

は
人

事
院

規
則

に
定

め
る
事

由
に
よ
る
場

合
で
な
け
れ

ば
、
そ
の

意
に
反

し
て
、
降

任
さ

れ
、
休

職
さ
れ

、
又

は
免

職
さ
れ

る
こ
と
は

な
い
。

3
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任
免
関
係
略
図

 

人 材 確 保
 

競
争
試
験

 

選
 

 
 
考

 

採
 
用

 

昇
 

 任
 

降
  
任

 

転
 

 任
 

配
置
換

 

併
 

 任
 

死
 
亡

 

失
 
職

 

懲
戒
免
職

 

免
 
職

 

辞
 
職

 

定
年
退
職

 

そ
の
他

の
退
職

 

勤
務
延
長

 

再
任
用

 

条 件 付 採 用 期 間  

任
期
付
任
用

 
官
民
人
事
交
流

 
・国
際
機
関
等
派
遣

 

・法
科
大
学
院
派
遣

 

・休
職

 

・育
児
休
業

 

・自
己
啓
発
等
休
業

 

異
 
動

 

※
 
条
件
付
昇
任
期
間

 

交
流
採
用

 
交
流
派
遣

 

離
 
職

 

臨
時
的
任
用

 

非
常
勤
職
員

 

総
合
職
・
一
般
職

 

専
門
職

 

・
財
務
専
門
官

 

・
国
税
専
門
官

 

 
 

 
 

 
 

 
 
等

 

経
験
者
採
用

 

相
当
す
る
（
準
ず

る
）
試
験

 

※
 
欠
格
条
項

 

※
 
国
籍
に
関
す
る

 

 
 
当
然
の
法
理

 

※
 
Ⅱ
・
Ⅲ
種
登
用

 

※
 
女
性
登
用

 

（
指
針
）
 

退
 
職

 

採
用
試
験
を

行
っ
て
も
十
分
な

競
争
者
が
得
ら

れ
な
い
こ
と
が
予

想
さ
れ
る
官
職

 

※
人
事
院
作
成
資
料

 

4



（
１
）
主
な
競
争
試
験
採
用

 

国
家
公
務
員
の
主
な
採
用
方
法
に
つ
い
て

 

○
 
総
合
職
試
験
（
院
卒
・
大
卒
）

 

５
月
初
旬

 
第
１
次
試
験

 

（多
肢
選
択
式
）
 

５
月
下
旬
～

 
第
２
次
試
験

 

（記
述
式
・政
策
論
文
（院
卒
は
政
策

 
 
課
題
討
議
）・
人
物
試
験
（面
接
））

 

６ 月 下 旬  

最 終 合 格 発 表  

６
月
下
旬
～

 
官
庁
訪
問

 

（各
府
省
で
面
接
等
） 

1
0 月 １ 日 以 降  内 定   

４ 月 １ 日  採 用  

○
 
一
般
職
試
験
（
大
卒
）

 
７
月
中
旬
～

 
第
２
次
試
験
（人
物
試
験
）

 
６
月
中
旬

 
第
１
次
試
験

 

（多
肢
選
択
式
・ 

 
論
文
（又
は
記
述
式
））

 

８ 月 下 旬  

最 終 合 格 発 表  
７
月
中
旬
～

 
官
庁
訪
問

 

（※
第
１
次
試
験
合
格
後
）
 

○
 
一
般
職
試
験
（
高
卒
）

 
1

0
月
中
旬
～

 
第
２
次
試
験
（人
物
試
験
）

 
９
月
上
旬

 
第
１
次
試
験

 

（多
肢
選
択
式
・ 

 
作
文
試
験
（事
務
区
分
の
み
））

 

1
1 月 下 旬  

最 終 合 格 発 表  

1
0
月
中
旬
～

 
官
庁
訪
問

 

（
※
第
１
次
試
験
合
格
後
）
 

○
 
専
門
職
試
験

 

○
 
経
験
者
採
用
試
験

 

大
卒
程
度
：皇
宮
護
衛
官
、
法
務
省
専
門
職
員
（矯
正
心
理
専
門
職
、
法
務
教
官
、
保
護
観
察
官
）、
外
務
省
専
門
職
員
、
財
務
専
門
官
、
国
税
専
門
官
、
食
品
衛
生
監
視
員
、

 
 

 
 

 
 

 
 
労
働
基
準
監
督
官
、
航
空
管
制
官

 
高
卒
程
度
：皇
宮
護
衛
官
、
刑
務
官
、
入
国
警
備
官
、
税
務
職
員
、
航
空
保
安
大
学
校
学
生
、
海
上
保
安
大
学
校
学
生
、
海
上
保
安
学
校
学
生
、
気
象
大
学
校
学
生

 

順 次 内 定   

民
間
企
業
等
に
お
け
る
有
為
な
勤
務
経
験
を
有
す
る
者
を
係
長
以
上
の
職
へ
採
用
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
う
中
途
採
用
試
験
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（２
）主
な
選
考
採
用
（※
い
ず
れ
も
管
理
職
で
の
採
用
可
能
）

 

○
 
官
民
人
事
交
流
に
よ
る
採
用
（
官
民
人
事
交
流
法
等
）

 

【概
要
】
民
間
企
業
の
従
業
員
を
任
期
（３
年
以
内
（必
要
が
あ
る
場
合
、
５
年
ま
で
更
新
可
））
を
付
し
て
国
の
機
関
等
で
採
用
。

 
 

 
 

 
 
一
度
民
間
企
業
を
退
職
す
る
「退
職
型
」と
民
間
企
業
と
の
雇
用
を
継
続
し
た
ま
ま
採
用
さ
れ
る
「雇
用
継
続
型
」の
２
つ
の
タ
イ
プ
が
あ
り
、

 
 

 
 

 
 
い
ず
れ
か
を
選
択
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
任
期
満
了
後
は
、
交
流
元
企
業
に
復
帰
。

 

【規
模
】
（平
成

23
年
）新
規
採
用
者
数
：1

6府
省

11
2人

 
 
年
末
在
職
者
数
：
18
府
省

20
8人

 

【方
法
】あ
ら
か
じ
め
、
交
流
採
用
の
実
施
に
関
す
る
計
画
を
記
載
し
た
書
類
を
提
出
し
、
人
事
院
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
必
要
。

 

○
 
任
期
付
職
員
と
し
て
の
採
用
（
任
期
付
職
員
法
等
）

 

【概
要
】以
下
の
場
合
に
、
５
年
以
内
（任
期
が
５
年
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
任
期
の
更
新
可
）の
任
期
で
採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
 

 
 

 
 (
１

)高
度
の
専
門
的
な
知
識
経
験
又
は
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
を
、
そ
の
知
識
経
験
等
を
一
定
の
期
間
活
用
し
て
遂
行
す
る
こ
と
が
特
に

 
 

 
 

 
 

 
 必
要
と
さ
れ
る
業
務
に
従
事
さ
せ
る
場
合
（弁
護
士
、
公
認
会
計
士
等
）
 

 
 

 
 

 (
２

)専
門
的
な
知
識
経
験
を
有
す
る
者
を
、
そ
の
知
識
経
験
が
必
要
と
さ
れ
る
業
務
に
期
間
を
限
っ
て
従
事
さ
せ
る
こ
と
が
、
公
務
の
能
率
的

 
 

 
 

 
 

 
 運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
で
あ
る
場
合
（国
際
機
関
勤
務
経
験
者
、
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
等
）
 

【
規
模
】（
平
成

23
年
度
）新
規
採
用
者
数
：
32

9人
 

 
年
度
末
在
職
者
数
：
1,

09
9人

 

【方
法
】公
募
又
は
公
募
に
準
じ
た
公
正
な
手
続
き
及
び
高
度
な
専
門
的
知
識
経
験
等
を
有
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
適
正
な
能
力
実
証
が
必
要

 

○
 
そ
の
他
の
中
途
採
用
（
人
事
院
規
則

1
―

2
4
（
公
務
の
活
性
化
の
た
め
に
民
間
の
人
材
を
採
用
す
る
場
合
の
特
例
）
等
）

 

【概
要
】
以
下
の
場
合
に
選
考
に
よ
り
採
用
（任
期
の
制
限
な
し
。
）
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
診
療
情
報
管
理
士
、
航
空
整
備
士
、
飛
行
操
縦
士
等
）。

 
 

 
 

  
(１

)実
務
経
験
等
に
よ
り
高
度
の
専
門
的
な
知
識
経
験
を
有
す
る
民
間
の
人
材
を
採
用
す
る
場
合

 
 

 
  
  
 (
２

)新
規
の
行
政
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
実
務
経
験
等
に
よ
り
公
務
に
有
用
な
資
質
等
を
有
す
る
民
間
の
人
材
を
採
用
す
る
場
合

 
 

  
  
  

(３
)公
務
と
異
な
る
分
野
に
お
け
る
多
様
な
経
験
等
を
通
じ
て
公
務
に
有
用
な
資
質
等
を
有
す
る
民
間
の
人
材
を
採
用
す
る
場
合

 

【規
模
】
（平
成

23
年
度
）新
規
採
用
者
数
：1

2省
庁
等
（独
法
含
む
。
）
69
人

 

【方
法
】
公
募
又
は
公
募
に
準
じ
た
公
正
な
手
続
き
並
び
に
選
考
委
員
会
に
よ
る
官
職
に
係
る
能
力
及
び
適
正
の
有
無
に
関
す
る
審
査
が
必
要

 

※
そ
の
他
、
か
つ
て
職
員
で
あ
っ
た
者
等
に
つ
い
て
、

 
 

 
(１

)知
識
、
技
術
等
に
つ
い
て
の
能
力
実
証
、

(２
)人
物
試
験
、
経
歴
評
定
等
に
よ
っ
て
、
公
募
等
に
よ
り
選
考
採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
 

 
（人
事
院
規
則
８
―

12
第

18
条
等
） 

内
閣
府
作
成
資
料
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１．採用

　（１）　Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ種試験の採用者及び国家公務員採用試験全体に占める女性の割合の推移

（注）１．Ⅰ種は当該年度（旧年度合格者等を含む。）の割合。Ⅱ・Ⅲ種は前年度に実施された試験に基づく割合。

　　　２．平成24年度については、Ⅰ種は24年４月１日現在、Ⅱ・Ⅲ種は24年３月31日現在の採用（内定）者に占める割合。

　（２）①Ⅰ種試験事務系（行政・法律・経済）区分の申込者・合格者・採用者に占める女性の割合の推移

（注）１．人事院資料に基づいて内閣府において作成

　　　２．申込者・合格者は、前年度に実施された試験に基づく割合

　　　３．採用者は、当該年度採用者数（旧年度合格者等を含む。）の割合

　　　４．平成24年度採用は24年４月１日現在の採用者に占める割合
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　　　　②Ⅱ種試験行政区分の申込者・合格者・採用者に占める女性の割合の推移

（注）１．人事院資料に基づいて内閣府において作成

　　　２．申込者・合格者は、前年度に実施された試験に基づく割合

　　　３．採用者は、前年度作成名簿からの採用者の割合

　　　４．平成23年度採用者は、名簿失効時の割合、平成24年度採用は24年３月31日現在の採用（内定）者に占める割合

　　　　③Ⅲ種試験の申込者・合格者・採用者に占める女性の割合の推移

（注）１．人事院資料に基づいて内閣府において作成

　　　２．申込者・合格者は、前年度に実施された試験に基づく割合

　　　３．採用者は、当該年度採用者数（旧年度合格者等を含む。）の割合

　　　４．平成24年度採用は24年４月１日現在の採用者に占める割合
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資料出所：人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報告」

（注）１．「平成16年度」・「平成22年度」とも当該年度１月１５日現在。

　　　２．人事院又は外務省の行うそれぞれの採用試験（相当する試験を含む。）の結果に基づいて採用された者

　　　　　及び在職中に合格して名簿から任用された者を対象として集計した。

（３）　一般職（給与法適用職員）の試験別任用者に占める女性割合
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２．登用

（備考）１．人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報告」より作成。

３．係長級は，行政職俸給表(一)３，４級（平成２年度及び12年度は旧４～６級），本省課長補佐・地方機関の課長級は，
　同５，６級（同旧７，８級），本省課室長・地方機関の長級は，同７～10級（同旧９～11級）の適用者に占める女性の割合。

　一般職国家公務員の役職段階別の女性割合

２．平成２年度，12年度は各年度末，22年度は1月15日現在の割合。
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職
員
の
採
用
年
次
や
合
格
し
た
採
用
試
験
の
種
類
に
と
ら
わ
れ
ず

能
力
・
実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理
が
行
わ

れ
る
よ
う

人
事
評
価
の
結
果
を
任
免
（
昇
任
・

人
事

評
価

結
果

の
任

免
へ

の
活

用
の

概
要

職
員
の
採
用
年
次
や
合
格
し
た
採
用
試
験
の
種
類
に
と
ら
わ
れ
ず
、
能
力
・
実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理
が
行
わ

れ
る
よ
う
、
人
事
評
価
の
結
果
を
任
免
（
昇
任
・

降
任
・
免
職
な
ど
）
へ
活
用
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
整
備
し
、
各
府
省
に
お
け
る
適
切
な
活
用
を
推
進
。

昇
任
へ
の

活
用

任
命
権
者
は
、
次
の
官
職
の
区
分
ご
と
に
、
人
事
評
価
（
能
力
評
価
及
び
業
績
評
価
）
の
結
果
が
そ
れ
ぞ
れ
の
要

件
を
満
た
す
者
の
中
か
ら

最
適
任
者
を
昇
任
さ
せ
る

と
が

き
る

昇
任
へ
の

活
用

本
省
課
長
級
未
満
（
本
省
室
長
級

以
下
）
へ
の
昇
任

本
省
課
長
級
へ
の
昇
任

事
務
次
官
、
本
省
局
長
級
又
は

本
省
部
長
級
へ
の
昇
任

件
を
満
た
す
者
の
中
か
ら
、
最
適
任
者
を
昇
任
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

上
位

中
位
以
上

か
つ

上
位

中
位
以
上

か
つ

【
直

近
１
回

】
【
残

り
２
回

】

上
位

中
位
以
上

か
つ

【
直

近
２
回

】
【
残

り
１
回

】
能 力 評 価

【
順
不
同
】

〈
直

近
２
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

〈
直

近
３
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

〈
直

近
３
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

（
Ｓ
又
は
Ａ
）

（
Ｂ
以
上
）

か
つ

（
Ｓ
又
は
Ａ
）

（
Ｂ
以
上
）

か
つ

（
Ｓ
又
は
Ａ
）

（
Ｂ
以
上
）

か
つ

中
位

位

【
残

り
５
回

】

価 業 績 評
【
直

近
１
回

】
【
直

近
１
回

】
【
直

近
４
回

の
う
ち
１
回

】

〈
直

近
１
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

〈
直

近
１
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

〈
直

近
６
回

の
評

価
結

果
を
活

用
〉

中
位
以
上
（
Ｂ
以
上
）

中
位
以
上
（
Ｂ
以
上
）

中
位
以
上

（
Ｂ
以
上
）

上
位

（
Ｓ
又
は
Ａ
）

か
つ

※
評

価
段

階
は

、
課

長
以

下
S,
A
,B
,C
,D
の

５
段

階
、
部

長
級

以
上
A
,B
,C
の

３
段

階
。

※
２
段
階
以
上
の
昇
任
に
よ
り
本
省
部
長
級
以
上
の
官
職
に
就
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
直
近
の
連
続
し
た
３
回
の
能
力
評
価
の

評 価

降
任

・
免
職

へ
の
活
用

※
２
段
階
以
上
の
昇
任
に
よ
り
本
省
部
長
級
以
上
の
官
職
に
就
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
直
近
の
連
続
し
た
３
回
の
能
力
評
価
の

評
価
結
果
が
い
ず
れ
も
上
位
で
あ
る
こ
と
。

職
員
の
能
力
評
価
又
は
業
績
評
価
の
全
体
評
語
が
最
下
位
の
段
階
の
場
合
を
、
降
任
・
分
限
免
職
の
契
機
と
し

活
用
し

矯
正
さ
れ
な
か

た
場
合
に
は

降
任

分
限
免
職

処
分
が
行
わ
れ
る

降
任

免
職

へ
の
活
用

て
活
用
し
、
矯
正
さ
れ
な
か

っ
た
場
合
に
は

、
降
任
・
分
限
免
職
の
処
分
が
行
わ
れ
る
。
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女
性
国
家
公
務
員
の
採
用
・
登
用
を
促
進
す
る
た
め
の
施
策

 

◆
 
採
用
拡
大
に
向
け
て
人
事
院
が
行
っ
て
い
る
イ
ベ
ン
ト

 

○
 
女
性
行
政
官
に
よ
る
女
子
学
生
の
た
め
の
集
中
講
義
（
平
成
23
年
度
は
２
大
学
で
計
７
回
実
施
）
 

  
 
国
家
行
政
の
第
一
線
で
企
画
立
案
等
の
業
務
に
活
躍
し
て
い
る
女
性
行
政
官
が
、
現
在
携
わ
っ
て
い
る
行
政
課
題
に
つ
い
て
、
 

 
様
々
な
経
験
を
踏
ま
え
な
が
ら
講
義
形
式
で
説
明
を
行
う
も
の
。
 

 ○
 
女
子
学
生
セ
ミ
ナ
ー
（
平
成
23
年
度
は
全
国

10
都
市
で
各
１
回
実
施
）
 

  
 
女
性
国
家
公
務
員
が
、
仕
事
の
や
り
が
い
、
仕
事
と
家
庭
生
活
の
調
和
な
ど
に
つ
い
て
、
女
子
学
生
に
話
し
、
意
見
交
換
を
 

 
行
う
も
の
。
 

◆
 
登
用
拡
大
へ
向
け
て
各
府
省
が
行
っ
て
い
る
取
組

 

○
 
メ
ン
タ
ー
制
度
の
導
入
・
実
施
（
試
行
を
含
め
1
2省

庁
）

 
  
 
先
輩
職
員
が
自
分
の
経
験
を
基
に
後
輩
職
員
の
相
談
に
乗
り
、
助
言
す
る
も
の
。

 
 ○

 
女
性
職
員
研
修
（
人
事
院
主
催
（
平
成
2
3年

度
3
26
名
）
ほ
か
）
 

  
 
平
成
13
年
度
よ
り
人
事
院
主
催
で
各
府
省
合
同
の
女
性
職
員
向
け
研
修
を
実
施
。
省
庁
に
よ
っ
て
は
、
個
別
に
女
性
職
員
を

 
 
対
象
と
し
た
研
修
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。

 
 ○

 
先
進
事
例
の
紹
介
（
総
務
省
「
女
性
国
家
公
務
員
の
活
躍
事
例
集
」
）
 

  
 
全
国
各
地
で
勤
務
す
る
計

1
6名

の
女
性
国
家
公
務
員
の
活
躍
ぶ
り
に
つ
い
て
、
「
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
（
手
本
・
模
範
と
な
る
人
 

 
物
）
」
と
し
て
紹
介
す
る
も
の
。
 

※
「
国
家
公
務
員
女
性
ガ
イ
ド
」
等
を
も
と
に
内
閣
府
に
お
い
て
作
成
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（参考１）諸外国の国家公務員に占める女性の割合
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ドイツ フランス イギリス アメリカ 大韓民国 日本（参考） 

1999年 

2009年 

在職者（上位の役職） 
（％） 

＜注＞ 

ドイツ      「在職者」は、官吏と公務被用者の合計であり、間接部門は除く 

         「上位の役職」は本省庁の俸給表A-15等級（相当）以上 
 

フランス     「上位の役職」は課長級以上 

          在職者（全職員）・在職者（上位の役職）の2009年は2008年データ、1999年は1997年データ 
 

イギリス     「上位の役職」は上級公務員 

           在職者（全職員）・在職者（上位の役職）の2009年は2010年データ 
 

アメリカ     「上位の役職」は上級管理職 
 

大韓民国     「上位の役職」は４級（課長）以上 
 

日本           「上位の役職」は行政職(一)７級以上及び指定職 

 
＜資料出所＞ 

ドイツ           連邦平等法に基づく連邦政府提出第一次・第二次報告（連邦議会資料）をもとに集計 
 

フランス        行政公務員総局「年次報告書」 
 

イギリス         統計局「公務統計 2010」 
 

アメリカ         人事管理庁「2009年度連邦機会均等採用計画報告書」 
 

大韓民国         行政安全部「行政安全白書」、「国家公務員人事統計」 
 

日本             人事院「一般職の国家公務員の任用状況調査報告」 

 

※人事院「『女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針』参考資料」より作成 
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（参考２）年齢別離職率の推移

  女性職員の離職状況

  男性職員の離職状況

（注）人事院資料より作成。
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